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２．所管課の１次評価

観 点 評 価 の 内 容 （ 特 記 事 項 ） 評 価 点

必 要 性 点

緊 急 性 点

有 効 性 点

効 率 性 点

熟 度 点

ランク （ Ⅰ Ⅱ Ⅲ ）

判 定 点

　　　選定　　　改善して選定　　　保留

総 合 評 価

３．総合政策課長の２次評価 ４．財政課長意見

総 合 評 価　　　選定　　　改善して選定　　　保留 意 見 内 容　　　選定　　　改善して選定　　　保留

５．最終評価（新規箇所選定会議）

総 合 評 価　　　選定　　　改善して選定　　　保留

６．評価結果の当該事業への反映状況等（対応方針）

７．公共事業評価専門委員会意見

H20-農-新-02

大館沼館

〇本事業の目的は、基盤整備を契機とした担い手の育成・確保であり、農業県である本県

農業の将来を支える農業者の育成は県の積極的主体的関与が必要。
  13〇区画と農道が狭小であり、地下水位が高く湿田となっており、非効率な営農を強いられ

ている。また、用排水路が土水路であるため、維持管理にも苦慮している。これら諸課題
を総合的に解決する手段としては、ほ場整備事業が最も妥当。

○ほ場が不整形かつ小規模で分散し、ほ場条件は厳しいものがあり、また零細規模農家が

多く、高齢化の進展等から後継者不足となっており、このままでは農業離れ、過疎化の進
  20展がより加速化する傾向にあり、担い手の確保や耕作放棄地の防止等を事業目的とするほ

場整備事業の導入が急務となっている。

○ほ場整備事業により、地域ぐるみ型の法人が形成され、作業分担により水稲の営農労働
時間を大幅に短縮し営農経費を節減、維持管理経費の軽減が期待でき、余剰労働力の創出

  28が可能となる。創出された余剰労働力を活用して市場ニーズに柔軟に対応した作物の産地

づくり、生産から加工・販売までの新たな農業展開が期待される。

○ほ場条件の好転によって農地の汎用化が図られ、また農地の利用集積が促進される。

○ほ場が不整形かつ小規模で分散している現状が、９割を超える大区画ほ場に生まれ変わ

ることから、他地区以上の大きな効果が期待できる。
  13また１０ａ当たり事業費も、基幹的施設の改修もないことも一要因ではあるが、不整形の

ほ場でありながら、地形条件に合わせた区画としており、県平均の工事費に比べても、大
幅に下回っている。本地区１，３６１千円/10a＞県１，５９１千円/10a

○集落全体で今後の地域営農のあり方について危機感を持ちながら話合いを重ねており、

その実現に向けて県地域振興局、大館市、ＪＡ等、関係機関の支援体制が整っている。
  14○農地の利用集積を睨んだ受委託構想に積極的に取り組んでおり、事業化への意欲は極め

て高く、ほ場整備事業に対する期待感が日毎に高まっている。

● ○ ○

○不整形かつ狭小な団地という不利な条件ながら、地域農作物に付加価値をつけ、加工     88
から販売までを担おうとする積極的な取組は、地域活性化に向けた意気込みを強く感じ

させるものであり、同じような条件をもつ他地域の範となり、評価は高い。

● ○ ○

○大館市民の憩いの場である地区内の温泉内に直売所を設置し、地域特産の野菜に手を加え、創意

工夫による加工・販売までの新たな取組は、女性や高齢者をも巻き込んだ雇用の創設が期待され、

地域の活性化にも大きな起爆剤となることであり、本事業を実施すべきと考える。

● ○ ○ ● ○ ○

　集落の７割近くが加入する法人経営体を設立し、や ・温泉施設の活用など営農方針について合意形成が図

まのいもや大豆、キャベツ、ほうれん草などを取り入 られている。極めて不整形な農地であり、ほ場整備に

れた複合経営を目指している。未整備なほ場のため、 より作業効率は飛躍的に向上するものと見込まれる。
生産条件はきわめて厳しく、コストの縮減や転作作物 ・希少生物の保護にかかる工法を精査し、コスト縮減

の作付拡大が困難な状況にある。集落一体となった複 を図ること。また、全戸からの同意が得られるよう努

合農業を目指す上で、本事業の実施が不可欠であり、 めること。

実施は妥当と判断される。 ・事業実施は妥当である。

● ○ ○

　集落一体となった複合型農業を目指す上で、ほ場整備は必要不可欠であり、事業の実施は妥当である。

・当該課所を国に新規地区として要望する。

・事業実施に当たっては、コスト縮減に努める。

県の対応方針を可とする。



公共事業箇所評価基準

評価種別 事業コード( )

適用基準名 箇所名 ( )

１．評価内訳

観点 評価項目　細別 評価基準 配 点 評価点 摘 要

２．判定
ランク 判定内容 配　　点 判定 摘　　要

   1/1別表６(01)

新規箇所評価 H20-農-新-02

担い手育成基盤整備事業（区画整理型・高度利用型） 大館沼館

必要性

緊急性

有効性

効率性

熟度

合計

事業の必要性
　　あきた２１総合計画における位置付け

　　受益面積（地域周辺への波及度）

　　労働生産性の現状

計
事業未実施の影響
　　営農への支障状況

　　応急対策の実施状況

　　受益者の高齢化状況

他事業との関連
　　他事業との関連

計
上位計画への貢献度
　　市町村計画での位置付け

期待される具体的効果
　　区画計画

　　担い手への農地集積度

　　品目横断的経営安定対策との関連

　　営農計画

環境との調和への配慮状況
　　環境保全への配慮

計
事業の投資効果
　　費用対効果

事業実施コストの縮減
　　コスト縮減計画

事業費単価
　　１０ａ当たり事業費

計
地元の合意形成の状況
　　同意状況

　　事業推進体制

　　農地集団化推進団体の有無及び活動状況

事業推進のための各種協議の進捗状況
　　進捗状況（水利権、道路協議
　　林地開発、指定区域等）

計

施策目標の中核事業であり貢献度が高い
施策目標に間接的に貢献する
施策目標とは別のその他関連事業である
100ha以上（中間地域の場合、50ha以上）
50ha以上100ha未満（中間地域の場合、20ha以上50ha未満）
50ha未満
未整備地域である
整備済だが水路等の損傷が著しい
整備済で、水路等の損傷が見あたらない

用水不足や排水不良等が全域で見られ支障をきたしている
用水不足や排水不良等が一部区域
営農への支障は特にない
施設の老朽化等により応急対策は日常化している
これまでに応急対策を実施したことがある
応急対策を実施したことはない
６０歳以上の耕作者が４０％以上で、後継者不足
６０歳以上の耕作者が３０％以上４０％未満で、後継者不足
６０歳以上の耕作者が３０％未満

関連する他事業との調整で緊急性が高い
関連する他事業との調整が事業期間中に必要
関連する他事業との調整を必要としない

農業振興の中核を担う事業として位置づけされている
農業振興を担う施策に間接的に位置づけられている
特に位置づけられていない

地域の営農計画に促した区画計画が策定されている
地域の営農計画に促した区画計画が策定されていない
地区担い手への農地集積率が市町村目標より２割以上高い
地区担い手への農地集積率が市町村目標以上
地区担い手への農地集積率が市町村目標以下
対策への参加割合が受益面積の６０％以上
対策への参加割合が受益面積の５０％以上６０％未満
対策への参加割合が受益面積の５０％未満
新規作物及び新技術の導入がともに図られている
新規作物及び新技術の導入がどちらか一方図られている
新規作物や新技術の導入が図られず、現状と変わらない

環境検討委員会を設置、環境保全への取組内容が十分
環境検討委員会を設置、環境保全への配慮を検討中
環境検討委員会が設置されていない

Ｂ／Ｃ＝１．２以上
Ｂ／Ｃ＝１．０以上?１．２未満
Ｂ／Ｃ＝１．０未満

コスト縮減計画を策定、事業計画に反映
コスト縮減計画を策定するため、現在検討中
コスト縮減計画を特に検討していない

県平均値以下
県平均以上、国で示す上限値未満
国で示す上限値以上

全員の同意が得られている
未同意者が存在するが、事業実施に支障がない
未同意者が存在し、円滑な事業実施に支障がある
事業推進組織が設立済で、活発な活動を展開
事業推進組織が設立済で、定期的に開催
事業推進組織が設立されていない
現在、推進団体があり、活動している
推進団体はあるが活動していない
推進団体はない

必要な協議を終了しており、基本的事項が確認されている
協議中であり、合意が得られる見込みである
協議中であり、合意時期が未定である
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Ⅰ 優先度がかなり高い ８０点以上

Ⅱ 優先度が高い ６０点以上～８０点未満

Ⅲ 優先度が低い ６０点未満

Ⅰ




